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参考ＵＲＬサービスポイント提供会社名サービス名サービス小分類ガイドライン取組事
項効果対象No

下記フォームより問い
合わせ（その他ソ
リューション）
https://sol.logis
teed.com/conta
ct/

タイムスタンプ機能による入場、受付、呼び出し、
接車等の状態管理が可能。詳細な荷待ち・荷役
時間の分析をもとに、荷待ち・荷役時間削減に向
けた改善を実現。

ロジスティード ソ
リューションズ ㈱バース管理システム

バース予約システム

荷待ち・荷役時間
の削減

1

https://hacobu.
jp/movo-berth/

トラックの受付・事前予約をシステム上で行い、荷
待ち時間、バースの混雑を解消可能。他の物流
DXアプリケーション「MOVO」シリーズとの連携で更
なる効率化が可能。

㈱HacobuMOVO Berth 2

https://monoful
.co.jp/truckboo
k/

利用しやすいUX機能のあるバース予約システム。
得られたデータをもとにトラック拠点内滞留時間の
分析を行い、荷待ち・荷役時間の削減や、庫内作
業の効率化を実現。

㈱モノフルトラック簿3

https://www.si
scloud.jp/brais/
ai/case/

タブレットやスマホのカメラとAIを活用して製品ラベ
ル・付属品・部品有無等様々なものを認識。製品
検査・検品を支援し、検品作業の効率化・精度を
向上。

㈱ セイノー情報
サービス

BRAIS
（iSCAN）画像検品システム4

https://www.fr
ame-
wx.com/wcs-
wes/

倉庫管理システム（WMS）や倉庫制御システム
（WCS）との連携を通じて、倉庫内における人・
ロボット・マテハン機器等を統合管理・作業指示が
可能。

㈱ フレームワークスWES倉庫運輸用管理
システム(WES)5

https://jkpi.jvc
kenwood.com/s
olution/car-
number/

車両が施設内に入退場する際にカメラを通して車
両ナンバーを検知し、受付業務を自動化。バース
予約システムとの相性が良く、荷待ち時間削減に
寄与。

㈱ JVCケンウッド・
公共産業システム

車両ナンバー認証
システム

車両ナンバー認証
システム6

紹介サービス一覧①最近のトピック（関係省庁報道発表より）令和7年５月2１日～６月2４日
2次元

バーコード関係省庁公表日トピック(報道発表)

国土交通省R7.6.23
第１回「ラストマイル配送の効率化等に向けた検討会」の開催
～ラストマイル配送を取り巻く諸課題に対応するための方策について議論・検討します～

https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu01_hh_000901.html

国土交通省R7.6.23令和７年４月の宅配便の再配達率は約8.4％
https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu01_hh_000908.html

国土交通省R7.6.23
「中小物流事業者の労働生産性向上事業（テールゲートリフター等導入等支援）」を実施
します！！
https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha04_hh_000335.html

中小企業庁R7.6.23「価格交渉講習会」を全国47都道府県にて開催いたします
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/2025/250623.html

国土交通省
経済産業省R7.6.20

共同輸配送や帰り荷確保等のためのデータ連携促進支援事業費補助金の２次公募に
ついて
https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu01_hh_000907.html

国土交通省
経済産業省R7.6.20令和７年度 物流パートナーシップ優良事業者を募集します！

https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu01_hh_000909.html

※順不同 23



参考ＵＲＬサービスポイント提供会社名サービス名サービス小分類ガイドライン取組事
項効果対象No

下記フォームより問い
合わせ（その他ソ
リューション）
https://sol.logis
teed.com/conta
ct/

タイムスタンプ機能による入場、受付、呼び出し、
接車等の状態管理が可能。詳細な荷待ち・荷役
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ロジスティード ソ
リューションズ ㈱バース管理システム

バース予約システム

荷待ち・荷役時間
の削減

1

https://hacobu.
jp/movo-berth/

トラックの受付・事前予約をシステム上で行い、荷
待ち時間、バースの混雑を解消可能。他の物流
DXアプリケーション「MOVO」シリーズとの連携で更
なる効率化が可能。

㈱HacobuMOVO Berth 2

https://monoful
.co.jp/truckboo
k/

利用しやすいUX機能のあるバース予約システム。
得られたデータをもとにトラック拠点内滞留時間の
分析を行い、荷待ち・荷役時間の削減や、庫内作
業の効率化を実現。

㈱モノフルトラック簿3

https://www.si
scloud.jp/brais/
ai/case/

タブレットやスマホのカメラとAIを活用して製品ラベ
ル・付属品・部品有無等様々なものを認識。製品
検査・検品を支援し、検品作業の効率化・精度を
向上。

㈱ セイノー情報
サービス

BRAIS
（iSCAN）画像検品システム4

https://www.fr
ame-
wx.com/wcs-
wes/

倉庫管理システム（WMS）や倉庫制御システム
（WCS）との連携を通じて、倉庫内における人・
ロボット・マテハン機器等を統合管理・作業指示が
可能。

㈱ フレームワークスWES倉庫運輸用管理
システム(WES)5

https://jkpi.jvc
kenwood.com/s
olution/car-
number/

車両が施設内に入退場する際にカメラを通して車
両ナンバーを検知し、受付業務を自動化。バース
予約システムとの相性が良く、荷待ち時間削減に
寄与。

㈱ JVCケンウッド・
公共産業システム

車両ナンバー認証
システム

車両ナンバー認証
システム6

紹介サービス一覧①最近のトピック（関係省庁報道発表より）令和7年５月2１日～６月2４日
2次元

バーコード関係省庁公表日トピック(報道発表)

厚生労働省R7.6.20価格交渉促進月間（2025年3月）フォローアップ調査の結果を公表します
https://www.meti.go.jp/press/2025/06/20250620003/20250620003.html

国土交通省R7.6.17

第４回「トラック運送業における多重下請構造検討会」を開催しました
～トラック運送業における多重下請構造検討会とりまとめ（案）について議論～
https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk4_000122.html
※関係資料、議事概要については上記HPにて近日公開予定

国土交通省R7.6.17
令和６年度海運モーダルシフト大賞を選定！
～海上輸送へのモーダルシフトにおける革新的な取組に対して授与～
https://www.mlit.go.jp/report/press/kaiji10_hh_000159.html

国土交通省R7.6.13
令和７年度「物流脱炭素化促進事業」（補助事業）の二次公募開始
～物流施設等における水素・再エネ利用関連設備の導入を支援します～
https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu01_hh_000905.html

国土交通省R7.6.13
「荷役作業の効率化のための「標準仕様パレット」の利用促進支援事業費補助金」の
追加公募について
https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu01_hh_000902.html

国土交通省R7.6.12
「災害時の支援物資輸送体制構築促進事業」（補助事業）の二次募集開始
～官民が連携して行う支援物資輸送訓練を支援します！～
https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu01_hh_000904.html

※順不同 24



参考ＵＲＬサービスポイント提供会社名サービス名サービス小分類ガイドライン取組事
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リューション）
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業の効率化を実現。

㈱モノフルトラック簿3

https://www.si
scloud.jp/brais/
ai/case/

タブレットやスマホのカメラとAIを活用して製品ラベ
ル・付属品・部品有無等様々なものを認識。製品
検査・検品を支援し、検品作業の効率化・精度を
向上。

㈱ セイノー情報
サービス

BRAIS
（iSCAN）画像検品システム4
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ame-
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倉庫管理システム（WMS）や倉庫制御システム
（WCS）との連携を通じて、倉庫内における人・
ロボット・マテハン機器等を統合管理・作業指示が
可能。

㈱ フレームワークスWES倉庫運輸用管理
システム(WES)5

https://jkpi.jvc
kenwood.com/s
olution/car-
number/

車両が施設内に入退場する際にカメラを通して車
両ナンバーを検知し、受付業務を自動化。バース
予約システムとの相性が良く、荷待ち時間削減に
寄与。

㈱ JVCケンウッド・
公共産業システム

車両ナンバー認証
システム

車両ナンバー認証
システム6

紹介サービス一覧①最近のトピック（関係省庁報道発表より）令和7年５月2１日～６月2４日
2次元

バーコード関係省庁公表日トピック(報道発表)

厚生労働省R7.6.11

令和７年の労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実
等に関する法律（労働施策総合推進法）等の一部改正について
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyoukintou/zaitaku/in
dex_00003.html

国土交通省R7.6.9
第２回「2030年度に向けた総合物流施策大綱に関する検討会」の開催
～現行の政府計画等の進捗状況をフォローアップします～
https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu01_hh_000899.html

国土交通省R7.6.9
「地域連携モーダルシフト等促進事業」（補助事業）の二次公募開始
～地域連携したモーダルシフトや共同輸配送等の先進的取組を支援します～
https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu01_hh_000900.html

国土交通省
環境省R7.6.9

低炭素型ディーゼルトラックの導入を支援！
～令和７年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 （低炭素型ディーゼルトラック
普及加速化事業）の公募を開始～
https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha04_hh_000330.html （国土交通省）
https://www.env.go.jp/press/press_05020.html （環境省）

経済産業省R7.6.9「モビリティDX戦略」をアップデートしました
https://www.meti.go.jp/press/2025/06/20250609001/20250609001.html

国土交通省R7.6.6
「第２回自動物流道路の実装に向けたコンソーシアムビジネスモデル分科会」を開催し
ました ～「危機」を「転機」とする自動物流道路～
https://www.mlit.go.jp/report/press/road01_hh_001946.html

※順不同 25



参考ＵＲＬサービスポイント提供会社名サービス名サービス小分類ガイドライン取組事
項効果対象No

下記フォームより問い
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トラックの受付・事前予約をシステム上で行い、荷
待ち時間、バースの混雑を解消可能。他の物流
DXアプリケーション「MOVO」シリーズとの連携で更
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ル・付属品・部品有無等様々なものを認識。製品
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紹介サービス一覧①最近のトピック（関係省庁報道発表より）令和7年５月2１日～６月2４日

2次元
バーコード関係省庁公表日トピック(報道発表)

国土交通省R7.6.6「物流イノベーション実装支援事業」の公募開始について
https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu01_hh_000898.html

国土交通省R7.6.5
持続可能な物流体系の構築にむけて
～「多様な輸送モードのさらなる活用に向けた実証等事業」の募集開始～
https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu01_hh_000891.html

参議院R7.6.4
トラック業許可に更新制導入 改正法が可決、成立
https://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/gian/217/meisai/m217090217033.
htm

国土交通省R7.5.30備蓄米物流支援室を設置します
https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu01_hh_000897.html

国土交通省R7.5.30「多様な受取方法等の普及促進実証事業費補助金」の募集開始
https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu01_hh_000893.html

国土交通省R7.5.27「令和６年度交通の動向」及び「令和７年度交通施策」（交通政策白書）について
https://www.mlit.go.jp/report/press/sogo12_hh_000447.html

中小企業庁R7.5.21「中小受託取引適正化法（旧：下請法）講習会」を令和7年6月4日(水)より開催いたします
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/2025/250521.html
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公募期間：令和７年6月12日（木）～7月11日（金）（必着）
問合せ先：国土交通省物流・自動車局物流政策課 電話 :03-5253-8111（内線41-861、41-863）

直通 :03-5253-8801
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公募期間（二次公募）：令和7年6月9日（月）～7月25日（金）17時まで（必着）
問合せ先：地域連携モーダルシフト等促進事業事務局（modalshift_logisticsnetwork@tohmatsu.co.jp）
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公募期間：令和7年6月6日（月）～7月17日（金）17時まで（必着）
問合せ先：国土交通省物流・自動車局物流政策課 物流イノベーション実装支援事業担当

（hqt-logi_innovation_research@gxb.mlit.go.jp）

49

事業主体：
①物流サービス提供事業者を含む協働提案体
②物流分野において先端的技術の活用を行おうとする事

業者等（単独又は協働、大学・研究機関を含む）



多様な輸送モードのさらなる活用に向けた実証等事業
～「多様な輸送モードのさらなる活用に向けた実証等事業」の募集開始～

現在の物流における課題として、トラックドライバーの輸送力不足や二酸化炭素の排出などが挙げられますが、航
空機・船舶（内航海運）を活用した輸送により課題解決に資すると期待されています。また、災害時の輸送網確保
の観点からも、陸上輸送以外の手段を活用していくことは非常に重要であると考えられています。
航空機の空きスペース等の活用や内航海運の新規需要創出を推進し、環境負荷の低減、トラックドライバーの輸送
力不足および災害時の安定的な物流網の確保を通じた、持続可能な物流体系の構築を図ることを目的とした事業の
公募を開始します。

【事業概要】
（１）補助対象事業者

航空運送事業者、海上運送事業者、貨物利用運送事業者その他の航空運送や海上運送に関係する民間事業者
（２）補助対象経費（補助率）

１. 航空貨物輸送の更なる活用に向けた実証等事業の場合
[１] 定期便の空きスペースを活用した新たな航空輸送サービスの実現に向けた実証運航・需要調査に要する費用
[２] モーダルシフトに資する空港への検査機器（計量器等）等の導入に要する費用

（補助率：[１]定額、[２]１/２）
２. 海上輸送の新規航路開設に向けた実証事業の場合

・ 内航海運の新規需要創出（新規航路（寄港地の変更や追加を含む）、混載輸送、空荷防止等）に関する実証運
航に要する費用（補助率：１/２）

【公募の詳細・申請様式等について】
公募の詳細や申請様式等については、国土交通省公式HPに公募要領等を掲載いたしますのでご確認ください。
国土交通省公式HP：

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/seisakutokatsu_freight_tk1_000272.html

【スケジュール】
公募期間：令和７年６月５日（木）～７月４日（金）１７時まで（必着）
事業期間：交付決定の日～令和８年２月27日（金）（予定）

【お問合せ先】
国土交通省物流・自動車局 物流政策課 髙田、松山、小安
TEL：03-5253-8801 （内線41-833、41-841）

直通 03-5253-8799 50
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貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律
貨物自動車運送事業の適正化のための体制の整備等の推進に関する法律

概要

○ ドライバーの担い手不足により、何もしなければ2030年には輸送能力が34％不足
○ 物流は国民生活及び経済活動の基盤であり、エッセンシャルワーカーであるトラックドライバーの経済的社
会的地位の向上等により、我が国の物流の持続可能性の確保及び国民経済の健全な発展を図るため、トラッ
クドライバーの適切な賃金の確保とトラック運送業界の質の向上等を目的として、貨物自動車運送事業法を
改正するとともに、それを担保するための新法を制定。

１．許可の更新制度の導入

トラック運送事業の許可について、５年ごとの
更新制を導入

２．「適正原価」を下回る運賃及び料金の制限

トラック運送事業者は、自ら貨物を運ぶときや、
他の事業者に運送を委託するときは、国土交通大
臣が定める「適正原価」を継続して下回らないこ
とを確保

３．委託次数の制限

トラック運送事業者及び貨物利用運送事業者は、
元請として運送を引き受ける場合、再委託の回数
を二回以内に制限するよう努力義務化

４．違法な「白トラ」に係る荷主等の取締り

許可や届出なく有償で運送行為を行うトラック
（いわゆる「白トラ」）の利用を禁止（罰則付）
荷主等に対しては是正指導も実施

１．基本方針の策定

（１）体制の整備

①許可の更新事務及び②事業適正化支援等を適
切・効率的に実施できるよう独立行政法人に行わ
せる等必要な体制を整備

（２）財源の確保等

上記業務の実施に必要な費用を確保できるよう、
⑴①について更新手数料等によるほか、⑴②につ
いて広く社会で支える観点から財源措置を検討

２．法制上の措置等

政府は基本方針に基づき、必要な法制上の措置
等を本法律の施行後３年以内を目途として講じる

３．物流政策推進会議
政府は、物流に関する施策の総合的かつ集中的

な推進を図るため、物流政策推進会議を設置
推進会議の下に、連絡調整を行うための関係者

会議を設置

貨物自動車運送事業法の一部改正 貨物自動車運送事業の適正化のための
体制の整備等の推進に関する法律

担
保（※）貨物利用運送事業者についても同様に規制

（※）適正原価を支払わない荷主については、違反原因行為に
該当するものとして是正指導を実施

（※）標準的運賃については廃止

54



改正貨物自動車運送事業法（真荷主の整理）

第十二条第二項
前項の「真荷主」とは、自らの事業に関して貨物自動車運送事業

者又は貨物利用運送事業者との間で運送契約を締結して貨物の
運送を委託する者であって、貨物自動車運送事業者又は貨物利用
運送事業者以外のものをいう。

※Ｒ７．６．４成立改正トラック法公布後１年以内に施行 55



改正貨物自動車運送事業法（利用運送事業者の義務）

第三十七条
第十二条、第二十三条の四から第二十四条の五まで、並びに第六

十条第一項、第四項、第六項及び第七項の規定は第一種貨物利
用運送事業者について準用する。

（トラック法各条文の概要）
運送契約の書面交付義務：第１２条
運送委託の２次請け規制（真荷主→元請→１次→２次）：第２３条の４
利用運送健全化措置、利用運送依頼時の書面交付義務：第２４条
運送利用管理規程の作成：第２４条の２
運送利用管理者の選任等：第２４条の３
運送利用管理者の責任：第２４条の４
実運送体制管理簿作成義務：第２４条の５

※Ｒ７．６．４成立改正トラック法公布後１年以内に施行 56



改正貨物自動車運送事業法（無許可事業者への運送委託禁止）

第六十五条の二 (以下は条文の内容をわかりやすくまとめたもの)
何人も、次のいずれかに該当する者に貨物の運送を委託してはなら
ない。

一 国土交通大臣の許可なく一般貨物自動車運送事業を経営す
る者(第三条違反)

二 国土交通大臣の許可なく特定貨物自動車運送事業を経営す
る者(第三十五条違反)

三 国土交通大臣への届出なく貨物軽自動車運送事業を経営す
る者(第三十六条違反)

※Ｒ７．６．４成立改正トラック法公布後１年以内に施行 57



改正貨物自動車運送事業法（無許可経営等原因行為への対処）

附則第一条の二の二 (以下は条文の内容をわかりやすくまとめたもの)
国土交通大臣は、当分の間、貨物自動車運送事業者以外の者による貨物自
動車運送事業の経営の原因となるおそれのある行為(無許可経営等原因行為)
を荷主その他の者がしている疑いがあると認めるときは、以下のことができる
1 関係行政機関の長に対する当該荷主等の情報提供。
2 当該荷主等に対する、無許可経営等原因行為禁止の要請。
3 無許可経営等原因行為禁止の勧告(荷主等が無許可経営等原因行為をし

ていることを疑うに足りる相当な理由があると認めるとき)
4 勧告をした旨の公表。
関係行政機関の長は、荷主等による無許可経営等原因行為の効果的な防止
を図るため、第二項及び第三項の規定の実施について、国土交通大臣に協力す
るものとする。
地方実施機関は、当分の間、無許可経営等をする者に対する荷主等の行為が
無許可経営等原因行為に該当すると疑うに足りる事実を把握したときは、その事
実を国土交通大臣に通知するものとする。

※Ｒ７．６．４成立改正トラック法公布後１年以内に施行 58



貨物自動車運送事業の適正化のための体制の整備等の推進に関する法律

法案提出理由
貨物自動車運送事業の適正化のための体制の整備等の推進を

総合的かつ集中的に行うため、その推進に関し、基本となる事項を定
める等の必要がある。これが、この法律案を提出する理由である。

（目的）
第一条 この法律は、貨物自動車運送事業（貨物自動車運送事
業法（平成元年法律第八十三号）第二条第一項に規定する貨
物自動車運送事業をいう。以下同じ。）の適正化のための体制の
整備等の推進に関し、基本となる事項を定めること等により、これを
総合的かつ集中的に行うことを目的とする。
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貨物自動車運送事業の適正化のための体制の整備等の推進に関する法律

（基本理念）
第二条 貨物自動車運送事業の適正化のための体制の整備等の
推進は、物資の流通が国民生活及び経済活動の基盤であり、その
中核的な役割を果たす貨物自動車運送が将来にわたって輸送需
要に対応した適正な輸送力を確保することの重要性に鑑み、貨物
自動車運送に係る安全性の向上、輸送効率の向上及び事業の
用に供する自動車の運転者の経済的社会的地位の向上その他
貨物自動車運送事業の適正化を図り、もって我が国における持続
可能な物資の流通の確保及び国民経済の健全な発展に寄与す
ることを旨として行われるものとする。
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貨物自動車運送事業の適正化のための体制の整備等の推進に関する法律

（国の責務）
第三条 国は、前条の基本理念にのっとり、貨物自動車運送事業
の適正化のための体制の整備等の推進に関する施策を総合的に
策定し、及び実施する責務を有する。
（基本方針）
第四条 貨物自動車運送事業の適正化のための体制の整備等は
、次に掲げる基本方針に基づき、推進されるものとする。
一 次に掲げる貨物自動車運送事業の適正化に関する業務を一
の独立行政法人（独立行政法人通則法（平成十一年法律第
百三号）第二条第一項に規定する独立行政法人をいう。以下こ
の号及び次号において同じ。）に行わせるとともに、当該業務がその
独立行政法人により適切かつ効率的に実施されることとなるよう、必
要な体制の整備を行うこと。 61



貨物自動車運送事業の適正化のための体制の整備等の推進に関する法律

イ 一般貨物自動車運送事業及び特定貨物自動車運送事業（そ
れぞれ貨物自動車運送事業法第二条第二項及び第三項に規定す
る一般貨物自動車運送事業及び特定貨物自動車運送事業をいう
。）の許可の更新に関する事務の一部であって、独立行政法人に行
わせることが適当なもの

ロ 貨物自動車運送に係る安全性の向上、輸送効率の向上及び事
業の用に供する自動車の運転者の経済的社会的地位の向上その他
貨物自動車運送事業の適正化並びにこれらを通じた将来にわたる貨
物自動車運送に係る輸送需要に対応した適正な輸送力の確保その
他の持続可能な物資の流通の確保に資する取組への支援に関する
業務
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貨物自動車運送事業の適正化のための体制の整備等の推進に関する法律

二 前号イ及びロに掲げる業務の費用に係る財源の確保について、
次に掲げるところによること。
イ 独立行政法人に前号イに掲げる業務を行わせるために必要な
費用は、国庫が負担することとし、その財源は、同号イの許可の更
新に係る手数料による収入その他の収入を活用して、確保すること
。
ロ 独立行政法人に前号ロに掲げる業務を行わせるために必要な
費用を確保することができるよう、その財源について、貨物自動車運
送事業の適正化とこれを通じた持続可能な物資の流通の確保を
広く社会で支える観点から幅広く検討を行うこと。
三 第一号イ及びロに掲げる業務の適切な実施に資するよう、これ
らの業務の実施に係る収入及び支出の関係の明確化を図ること。
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貨物自動車運送事業の適正化のための体制の整備等の推進に関する法律

（法制上の措置等）
第五条 政府は、前条各号に掲げる基本方針に基づく貨物自動
車運送事業の適正化のための体制の整備等の推進に関する施策
を実施するため必要な法制上又は財政上の措置その他の措置に
ついて、この法律の施行後三年以内を目途として講じなければな
らない。
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貨物自動車運送事業の適正化のための体制の整備等の推進に関する法律

（物流政策推進会議）
第六条 政府は、前条の措置をはじめとする貨物自動車運送事業
の適正化のための体制の整備等の推進に関する施策その他の物資
の流通に関する施策の総合的かつ集中的な推進を図るため、物流
政策推進会議を設けるものとする。
２ 前項の物流政策推進会議は、国土交通大臣、経済産業大
臣、農林水産大臣、厚生労働大臣その他の関係する国務大臣及
び公正取引委員会委員長をもって構成する。
３ 国土交通省、経済産業省、農林水産省、厚生労働省、公正
取引委員会その他の関係行政機関は、その職員、物資の流通の
実務に関して十分な知識と経験を有する者その他の関係者によっ
て構成する物流政策推進関係者会議を設け、第一項の物資の流
通に関する施策に係る連絡調整を行うものとする。
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貨物自動車運送事業の適正化のための体制の整備等の推進に関する法律

附 則
この法律は、公布の日から施行する。
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改正の主なポイント
【用語の見直し】 「下請事業者」→「中小受託事業者」、「親事業者」→「委託事業者」等に改める。
【規制内容の追加】

(１) 協議を適切に行わない代金額の決定の禁止
〔価格据え置き取引への対応〕

●対象取引において、代金に関する協議に応じないことや、
協議において必要な説明又は情報の提供をしないことによる、
一方的な代金の額の決定を禁止。

(２) 手形払等の禁止
●対象取引において、手形払を禁止。また、支払期日

までに代金相当額を得ることが困難な支払手段
(電子記録債権・ファクタリング)も併せて禁止。

【規制対象の追加】
(３) 運送委託の対象取引への追加〔物流問題への対応〕
●対象取引に、製造、販売等の目的物の引渡しに必要な

運送の委託を追加。
(４) 従業員基準の追加〔適用基準の追加〕
●従業員数300人(役務提供委託等は100人)の区分を

新設し、規制及び保護の対象を拡充。
【執行の強化等】

(５) 面的執行の強化
●関係行政機関による指導及び助言に係る規定、相互

情報提供に係る規定等を新設。

×

【下請法適用基準例】

トラック・物流Ｇメン(国土交通省)の役割に
改正法に基づく指導・助言が追加。
トラック・物流Ｇメンへの情報提供を理由に
した転注・減注等報復措置を改正法で禁止。
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独占禁止法と下請法の関係

令和6年9月24日トラック物流2024年問題に関するオンライン説明会、公正取引委員会説明資料より。 72
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改正下請法に関する国会審議より

問．改正下請法で禁じることとした「協議に応じない
一方的な価格決定の禁止」とは、どのような場合
があてはまるのか

(R7.５.15参議院経済産業委員会 古賀之士議員より)

答．実効的な協議を確保することを目指す規定で、
以下の条件に合致した場合が該当する
①費用その他の条件変動(コスト上昇等)など事情が生じる
②受注者から協議を求める
③委託者が協議に応じない(委託者が受注者が求めた説明をしない等)
④委託者が一方的に価格を決定(据置き、わずかな引き上げ)する
⑤受注者の利益を不当に損なう (公正取引委員会)

※上記は、「参議院インターネット審議中継」より、やり取りの主旨をオンライン説明会事務局（中国運輸局）が抜粋したものです。。
会議の公式な記録は会議録ですので、公式な記録を確認する場合は会議録をご覧ください。https://www.webtv.sangiin.go.jp/webtv/index.php 76



改正下請法に関する国会審議より

問．形式上協議に応じた風を装うなど、形骸化が懸
念されるがどのように対処するのか。

(R7.５.9参議院本会議 村上享子議員より)

答．実質的に協議に応じていない事例を法律の運
用基準などに記すことを想定。
（事例）
①取引の打ち切りを示唆して協議に応じない
②協議の求めを拒み、無視し、又は先延ばしにしたりして協議に応じない
※事業者ヒアリングなどで協議の実態を把握のうえ事例を掲載することを
検討 (伊東内閣府特命大臣)

※上記は、「参議院インターネット審議中継」より、やり取りの主旨をオンライン説明会事務局（中国運輸局）が抜粋したものです。。
会議の公式な記録は会議録ですので、公式な記録を確認する場合は会議録をご覧ください。https://www.webtv.sangiin.go.jp/webtv/index.php 77



改正下請法に関する国会審議より

問．荷主と運送事業者の関係が下請法の対象取
引に加えられ、事業所管省庁に指導権限が付
与されたことでどのような効果があがるのか。

(R7.4.11衆議院本会議 松嶋みどり議員より)

答． 協議に応じない一方的な価格決定の禁止、国
土交通大臣による下請法指導・助言、トラック・
物流Gメンへの情報提供の報復措置(転注)の
禁止、公取・中企庁とのノウハウ共有などがあげら
れる。 (中野国土交通大臣)

※上記は、「衆議院インターネット審議中継」より、やり取りの主旨をオンライン説明会事務局（中国運輸局）が抜粋したものです。
会議の公式な記録は会議録ですので、公式な記録を確認する場合は会議録をご覧ください。https://www.shugiintv.go.jp/jp/ 78



改正下請法に関する国会審議より

問．着荷主の現場(荷卸し場)で発荷主とトラック事
業者との契約にない附帯業務が行われる場合な
ど、着荷主に対するアプローチはどうなるか。

(R7.5.15参議院経済産業委員会 礒﨑哲史議員より)

答．予め荷卸し場での附帯業務が予定される場合
は、発荷主と着荷主との契約にその旨が盛り込ま
れ、 契約の適正化が図られる。
公正取引委員会では、着荷主が対価を発荷主
に支払わない不公正な場合などへの対応を検討
していく。 (伊東内閣府特命大臣)

※上記は、「参議院インターネット審議中継」より、やり取りの主旨をオンライン説明会事務局（中国運輸局）が抜粋したものです。。
会議の公式な記録は会議録ですので、公式な記録を確認する場合は会議録をご覧ください。https://www.webtv.sangiin.go.jp/webtv/index.php 79



改正下請法に関する国会審議より

問．改正下請法施行期日(R8.1.1)に向けた手続
きと、周知の方法は。

(R7.5.９参議院本会議 村上享子議員より)

答．手続きは以下のとおり
①R7. 7月頃：政省令案パブコメ
②R7.10月頃：政省令成案公表
周知・広報については以下のとおり
①成立後速やかに実施
②R7.10月頃：政省令成案に基づくパンフレット等配付

※周知・公表は事業所管官庁と連携して各業界団体通じた周知等を
実施 (公正取引委員長)

※上記は、「参議院インターネット審議中継」より、やり取りの主旨をオンライン説明会事務局（中国運輸局）が抜粋したものです。。
会議の公式な記録は会議録ですので、公式な記録を確認する場合は会議録をご覧ください。https://www.webtv.sangiin.go.jp/webtv/index.php 80



改正下請法に関する国会審議より

問．下請法違反事業者への対応は。
(R7.4.16衆議院経済産業委員会 鈴木岳幸議員より)

答．① 勧告・現状回復（下請法による行政指導）
(例)附帯業務の料金支払い等、金額・遅延利息も勧告書に記載

※令和5年度、受注者6千社に237億円の現状回復を実現。

② 排除措置命令・課徴金納付命令
(独禁法「優越的地位の濫用」に基づく行政処分)

※排除措置命令に従わない場合、2年以下の懲役または300万
円以下(法人・団体は3億円以下)の罰金が科される。

(公正取引委員会)

※上記は、「衆議院インターネット審議中継」より、やり取りの主旨をオンライン説明会事務局（中国運輸局）が抜粋したものです。
会議の公式な記録は会議録ですので、公式な記録を確認する場合は会議録をご覧ください。https://www.shugiintv.go.jp/jp/ 81


